「経済活動を支える私法の基本的な考え方及び雇用・労働問題」に関する教材

第1　「現代の経済活動を支える私法の基本的な考え方」の単元設定の趣旨
新しい高等学校学習指導要領において、公民科「現代社会」の大項目「（2）現代社会と人間としての在り方生き方」のうち、中項目「エ　現代の経済社会と経済活動の在り方」の中の「市場経済の機能と限界」において、「経済活動を支える私法に関する基本的な考え方についても触れること」とされている。また、「現代社会」において「雇用・労働問題」が、「政治・経済」において「雇用と労働を巡る問題」が、それぞれ取り上げられている。本単元は、雇用・労働問題を題材として、契約自由の原則とその例外を理解させる観点から作成したものである。
第2　単元

	大項目　「（2）現代社会と人間としての在り方生き方」

中項目　「エ　現代の経済社会と経済活動の在り方」


1 小単元「現代の経済活動を支える私法の基本的な考え方」（3時間）の構成
第一時　私たちの経済活動と契約の基本原則

第二時　市場経済と「契約自由の原則」の限界

第三時　現代の経済社会と私法の基本的な考え方

2 単元の目標

「契約自由の原則」と契約を守る責任について理解させるとともに、市場経済の実態を踏まえて、契約自由の原則を修正し、当事者の公正を保障するための法について理解させ、経済社会における私法の基本的な考え方について考察を深めさせる。

3 単元の位置付け

「経済活動を支える私法の基本的な考え方及び雇用・労働問題」の単元は、学習指導要領の大項目「（2）現代社会と人間としての在り方生き方」の中項目「エ　現代の経済社会と経済活動の在り方」のうち、「市場経済の機能と限界」の内容として実施する。

　単元名は「現代の経済活動を支える私法の基本的な考え方」と題し、3時間で編成している。各時はそれぞれ、私たちに身近な契約の一つである労働契約の事例を通じて、契約自由の原則と、契約を守る責任について、それらの経済社会における役割も含めて理解させる（第一時）、市場経済における使用者と労働者の関係を題材として、契約自由の原則の限界について考察させる（第二時）、現代の経済社会における、契約の自由と当事者間の公平とのバランスの在り方の検討を通じて、私法の基本的な考え方について考察させる（第三時）ことをねらいとした3時間で構成されている。

4 単元の指導計画

「現代の経済活動を支える私法の基本的な考え方」の概要

ア　第一時　私たちの経済活動と契約の基本原則

· 身のまわりの経済活動の中から「労働契約」を例に、架空の契約締結を体験する。

· 契約は当事者の自由意思によって成立し、内容も自由であること、契約は守る責任があること、こうした原則に基づいて私たちは経済活動を展開していることを理解する。

イ　第二時　市場経済と「契約自由の原則」の限界

· 労働契約をめぐるトラブル事例を題材として、労働契約における、契約自由の原則の問題の背景について、グループで議論する。

· 市場社会において、生産手段を所有する使用者と財産を持たない労働者の立場は必ずしも対等ではなく、契約自由の原則を貫徹すると不都合が生じることについて考察する。

ウ　第三時　現代の経済社会と私法の基本的な考え方

· 契約自由の原則の限界は、労働分野以外に、具体的にはどのような領域で見られるかについて考察し、契約に関するルールの在り方について、グループで議論する。

· 現代の経済社会においては、契約の自由を原則としつつ、経済の状況に応じて、法によって契約のルールを設け、当事者間の公正さを保つ必要があることについて理解し、自由で公正な経済社会を築くための私法の基本的な考え方について考察を深める。


































